
 

千葉市マンション建替事業連絡協議会設置要綱 

（設置） 

第１条 マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成１４年法律第７８号以下｢法｣

という。）及び建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号）に基づ

き、建替事業を実施するマンション管理組合等に対し、マンション建替えが円滑

かつ適切に行われるよう支援するため、関係各機関の意見を調整し、重要事項を

協議することを目的として、千葉市マンション建替事業連絡協議会（以下｢協議会｣

という。）を設置する。 

（協議事項） 

第２条 協議会は、前条の目的を達成するために次の各号に掲げる事項について協議する

ことができる。 

（１）マンション建替えの合意形成プロセス等における専門的知識の情報提供及び相

談体制に関すること。 

（２）法第９条に規定するマンション建替組合の設立認可に関すること。 

   （３）その他、マンション建替えの促進に関すること。 

（組織） 

第３条 協議会は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、住宅政策課長の職にある者をもって充てる。 

３ 委員は、別表１に掲げる職にある者をもって充てる。 

４ 会長に事故あるときは、あらかじめ会長が定める者がその職務を代理する。 

（会議） 

第４条 協議会は、必要に応じ会長が招集し会議を主宰する。 

２ 会長は、協議会において必要と認められる場合は、関係する課の課長職にある者の

出席を求めることができる。 

（部会） 

第５条 協議会は、協議する事項について調査・検討するために部会を置く。 

２ 部会は、部会長及び委員をもって組織する。 

３ 部会長は、住宅政策課課長補佐の職にある者をもって充てる。 

４ 部会は、必要に応じ部会長が招集しこれを主宰する。 

５ 部会長に事故あるときは、あらかじめ部会長が定める者がその職務を代理する。 

６ 委員は、別表２に掲げる職にあるものをもって充てる。 

７ 部会長は、部会において必要と認められる協議事項がある場合は、その関係する課

の担当職員の出席を求めることができる。 

（報告） 

第６条 部会で協議された事項は、協議会に報告しなければならない。 

 



 

（庶務） 

第７条 協議会の庶務は、都市局建築部住宅政策課において処理する。 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は会長が定める。 

附則 

この要綱は、平成１５年１０月１日から施行する 

附則 

この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成２４年７月３日から施行する。 

附則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

別表　１

部          局          名 委                          員
　　　協議事項

都   市   局（都    市    部） 都 市 計 画 課 長
都市計画法53条,所管法令及び条例

都   市   局（建    築    部） 宅 地 課 長
都市計画法29条及び開発指導要綱

都   市   局（建    築    部）　　会　長 住 宅 政 策 課 長
マンションの建替え等の円滑化に関する法律

都   市   局（建    築    部） 建 築 指 導 課 長
建築基準法及び所管条例

都   市   局（建    築    部） 建 築 情 報 相 談 課 長
建築基準法及び所管条例

消   防   局（警    防    部） 警 防 課 長
消火活動のための建物形態指導

別表　２

部          局          名 委                          員
　　　協議事項

都   市   局（都    市    部） 都 市 計 画 課 担 当
都市計画法53条,所管法令及び条例

都   市   局（建    築    部） 宅 地 課 担 当
都市計画法29条及び開発指導要綱

都   市   局（建    築    部）　　会　長 住 宅 政 策 課 課 長 補 佐
マンションの建替え等の円滑化に関する法律

都   市   局（建    築    部） 建 築 指 導 課 担 当
建築基準法及び所管条例

都   市   局（建    築    部） 建 築 情 報 相 談 課 担 当
建築基準法及び所管条例

消   防   局（警    防    部） 警 防 課 担 当
消火活動のための建物形態指導

（ 部 会 長 ： 住 宅 政 策 課 課 長 補 佐 ）  

 


